
人 0.12人 0.12人 0.12人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 833 1,232 1,232 1,232 1,232

指標名 単位 説明・算定式 Ｒ１目標 Ｒ２目標 Ｒ３目標

目
標
達
成
状
況

Ｒ１実績 Ｒ２実績 Ｒ３実績

活動 事業への参加者数
人

参加者数(人) 60 15 15

① 78 0 －

活動
② －

成果 事業参加者のうち平和への意識が
％

意識が変わったと答えた 60 50 50

① 変化した人の割合 人数÷参加者数＝(％) 72 0 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、映画上映等の事業を実施することが出来なかった。なお、市広報への掲載
状況

やパネル展の開催などを行い、平和意識の向上を図った。
の分析
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事務事業名 6889 非核・平和事業

担当組織 市長公室 市長公室 担当 秘書担当　

組織コード
R3 03 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R3 01 02 01 01 02 01

記入日 令和 3年 6月24日
R2 03 02 00 R2 01 02 01 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 03 安心して安全に暮らせるまち ● 対象

分野 06 平和と人権

○ 対象外
施策 36 平和意識の向上

事業期間 昭和６１年度 ～ 令和３年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市民全般

平和の尊さを、子どもをはじめとする市民に再認識していただき、平和意識の高揚に努める。

事業目的

平和関連事業の開催（戦時中の食事体験、平和に関する映画上映会及び講演会、パネル展示）

平和意識啓発チラシ

事業内容 広報による平和特集

平和横断幕の庁舎への掲揚

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

戦時中の生活 戦時中の生活 戦時中の生活 戦時中の生活 戦時中の生活

体験事業、大 体験事業、大 体験事業、大 体験事業、大 体験事業、大

人向け平和事 人向け平和事 人向け平和事 人向け平和事 人向け平和事

業の実施、横 業の実施、横 業の実施、横 業の実施、横 業の実施、横

事　業　費 2 401 401 401 401

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 2 401 401 401 401

人　件　費 830.88 830.88 830.88 830.88 830.88

投入 常勤職員 0.12人 0.12
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

施策の目標達成を担う主な事業である。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

パネルを無料で借用するなど、少ない経費で高い効果を得られるように努めてい

Ａ Ａ Ａ る。

評価結果 事業手法は適正か。

３０年度 １年度 ２年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

事業の周知に当たっては、市広報等を活用している。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

３０年度 １年度 ２年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事業は無料で実施しているが、平和意識の高揚に努めるという事業目的から受益

Ｂ Ｂ Ｂ ・負担は適正な範囲と考えている。

４．令和２年度中に実施した見直し内容
感染対策を施した上で、映画上映を企画した。

見直し内容

緊急事態宣言が発令されたため、映画上映を中止とした。今後も、コロナ禍における平和事業を企画したい。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了

＜判断理由＞

市民の平和意識の高揚という事業目的は今後も重要である。

事業の方向性

今後も幅広い市民を対象に実施していく。子ども（親子）向けの事業と大人向けの事業を軸に、これまでの実績

と感染症の拡大防止の観点を踏まえ、事業目的に適う効果の高い取組みを行っていきたい。

今後の取組方針


